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　本『公共研究』誌に〈労働〉に関する特集が掲載されるのは、今回が初めて
ではない。第 2巻第 3号（2005年 12月）の、「持続可能な福祉社会の構想」
と題する特集には、〈労働〉を実際のテーマにした、以下の論考が載せられて
いる。広井良典「グローバル定常型社会・序説」と雨宮昭彦「労働の未来から
市民参加の未来へ―現代ドイツにおける政策論争」の 2つである。さらに
同号には日本労働者協同組合連合会古村伸宏の「『新しい公共』『新しい福祉社
会』を拓く協同労働―労働の人間化・地域の人間的再生をめざして」も掲載
されている。
　雨宮の論考は、21世紀への転換期ドイツにおいて政策論争となった職業労
働の激変と雇用の危機を巡る問題を扱っている。大量失業の長期化、職業労働
（貨幣所得目的労働）の場所・時間・内容・資格などにおける変容は、「労働の
未来」をめぐる激しい論争を引き起こしているという。一方の旗手である U. 
Beckは、旧来の職業労働は終焉し、産業社会は「企業家的知識社会」へ移行
しているとして、職業労働を超えた「市民労働」が構想されるべきだと主張し
た。他方で J. Kockaは、職業労働の変化をその終焉ととらえるのは適切では
なく、言われるような市民労働よりも、社会への自発的な市民参加の展開のう
ちに、労働の未来を位置づけるべきだと応じた。
　広井の論考は、将来社会の構想にかかわって、環境（富の総量）と福祉（富
の分配）という両者の問題群をどう統一的に解するかを扱ったものであるが、
そこでは近代化過程における「労働」の位置という論点が基礎におかれている
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といってよい。広井は、労働の意味が歴史的に変化してきた過程を、伝統社会
における生存のための労働（協働）、産業化社会前期までの賃労働としての労
働（貨幣獲得の手段）、産業化社会後期以降の自己実現としての労働、として
とらえ、これと対応して、「富の源泉」が、土地などのストックから、フロー
としての労働へ、そして、共有資源・自然資源および資産などのストックへと
移行するという見通しを述べる。
　広井と雨宮、さらには「協同労働」を通しての「公共」を唱える古村の議
論は、〈労働〉にかかわるといっても、視点も対象もそれぞれに異なっている。
しかしながら、現在の〈労働〉をめぐる問題が、従来とは異なる新たな段階に
入りつつあるということと、そのありようは、労働する主体に即して、「公共」
にかかわる地平でとらえ直されなければならないということの、2つの点では、
全員の主張が共通しているといってよい。
　これら 2つの論点をふまえ、「労働研究と公共性」をテーマとするコロキア
ムが 2006年 3月 5日開催された。本特集にある、兵藤釗「労働問題研究と公
共性」と野村正實「労働研究の今日的課題」は、このコロキアムにおける報告
である。両者の報告には、安孫子誠男と秋元英一がそれぞれコメントした。さ
らに、関連する対話研究会での報告、すなわち、宮本みち子「成人期への移
行の実態と移行保障の枠組み」と、皆川宏之「法的概念としての『労働』」の、
2つの論考が本号に併せて掲載されている。
　労働問題研究のこれからを、近代社会の性格に即し、公共性論、公共研究の
台頭のうちに探ろうとする兵藤の議論を、数行で要約することは難しいが、論
点の一つは、公共性という視座から労働問題研究＊を考える際、労働の対価よ
りもその使用価値に目を向けることが必要であるということであろう。それは、
workと labourの区別を明確にし、労働を仕事に近づけていくということで
もある。今日において労働組合が果たすべき役割は、この点でこそ重要であり、
労働問題研究の大きな課題もそこにあるという。
　いっぽう野村は、日本の労働関係と研究そのものが公共性を語りにくい構造
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をもっているという見解を冒頭で表明する。たとえばベースアップという用語
に端的に示されるように、日本の労働研究は、「混乱した用語」に満ちてきた
歴史を有しており、その再検討から出発するほかはない、というのである。基
礎的な実証、とくに賃金や労働市場などの重要な研究分野で、「依拠するに足
る研究がほとんどないという現状」が強調される。その際、原因の一つが「日
本の賃金は、徹頭徹尾、個別企業のなかの private issueだ」とする指摘は重
要である。なぜ日本ではそうなったのか、そうした構造が維持されえたのかの
究明は、公共研究の大きな課題であろう。
　さらに宮本の論考は、日本における若者問題の実態と政策の動向は、EUな
どと対比すると、きわめて独特であることを明らかにしている。また皆川の論
考は、「労働法」が規制対象とする「労働」概念についての検討を、労働法の
歴史的な展開に即して試みている。その際に皆川が注目したのは「労働の従属
性」という概念であり、この点をめぐる日本労働法学の特質が、ドイツとの対
比のもとに活写されている。
　改めて述べるまでもなく、20世紀の終わりから現在にかけて、労働の世界
は大きな変化を続けている。グローバル化のもとで、日本ではかつてなく失業
率が高まり、不安定就業層が増大し、労働条件の格差は拡大を続けてきている。
長期にわたる失業者が増すいっぽう、「正社員」になった者も若年層中心に異
様なまでの長時間労働が常態化している。労働に関する規制は次々と廃されて
かつての労働慣行は後退した。労働組合の組織率は低落し、経済や政治のみで
なく広く文化と社会の面でも「労働」の影響力は減じている。
　これらの多くは「先進国」に共通した現象である。労働そのものの、さらに
は労働を考える際の、20世紀的な前提が崩れてきているということでもあろ
う。ただしそこには、共通する面と同時に、日本の歴史的な特質という問題が
存在している。2つの種類の問題をとらえていくための道具をどう作っていく
か、本特集の論考は、いずれもがそのための示唆に満ちているといってよい。
ぜひご意見をおよせいただきたい。
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＊労働研究と労働問題研究という用語の含意と論争的、歴史的な性格については、野
村正實『日本の労働研究』（ミネルヴァ書房、2003年）第 3章、4章、兵藤釗「〈労
働問題研究〉のゆくえ」（『生活協同組合研究』2005年 4月号）、ならびに三宅明正「戦
後期日本の労働史研究」（『大原社会問題研究所雑誌』第 510号、2001年）を、それ
ぞれ参照せよ。
